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〔この章のポイント〕

これまで学んだ原子炉内での中性子の増倍、中性子の空間的あるい

は時間的な挙動に関して、実験的に調べる方法を紹介する。測定方法

はできるだけ一般的な内容に限ってあり、その概要にとどめている。測

定方法について学ぶ前に、どのような実験装置があり、発電炉ではど

のような測定を行うかについて紹介し、その後、中性子増倍体系を臨

界状態にする手順、反応率及び反応度の測定方法について紹介する。

これらは、これまで学んだ原子炉物理の知識の集大成とも言える。
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注11.1：原子炉から特に熱中性子だけを取り

出す実験設備の一つ。通常、炉心部から遮蔽

の外側まで重水や黒鉛のような中性子吸収断

面積が小さく、中性子散乱断面積が大きな物

質で構成される。
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ll.lはじめに

通常、工学の分野では、新たに設計したものを実用化するまでには、いろいろな過

程を踏む。特に、新しいアイデアに基づいて設計した部分については、その性能を調

べるために模型を製作し、実際の使用状況等に近い状態で性能に関する試験デー

タを取り、設計結果と比較する。これをモックアッフ．実験 （mockupexperiment) 

（または、モックアップ試験）と呼ぶ。

原子炉の場合も、同様に、新しいタイプの原子炉を開発する場合には、モックアッ

プ実験を行う。また、新しく建設された発電炉では、その機能を確認する総合試験の

一部として、核特性を実験的に確かめる試験を行う。これらを原子炉物理試験（また

は原子炉物理実験）と呼ぶ。さらに、現行の、あるいは新型の原子炉の設計や解析

の精度を向上するために、ある特定の核特性に関する計算精度を評価したり、計算

手法や計算に用いる核データを修正するのに実験データが必要とされる。このような

目的の実験をベンチマーク実験 （benchmarkexperiment）と呼び、実験データをベ

ンチマークデータと呼ぶ。

新型原子炉開発のためのモックアップ実験や設計および解析精度の向上に必要

な実験データの取得は、未臨界実験装置や臨界実験装置を用いて行い、発電炉の

炉物理試験は、建設された発電炉が全出力運転を開始する前に実施する。臨界実

験装置を用いる実験や発電炉の炉物理試験では、原子炉の臨界点を測定した後、制

御棒校正を行い、 反応率、余剰反応度、反応度係数等を求める。

ここでは、これら炉物理の実験における実験装置、実験実施項目の概要について、

述べる。とくに、反応度測定では、まず、原子炉を臨界に保った後、反応、度を投入し、

その出力変化の測定から投入した反応度を知る方法と、最初に臨界にしないで未

臨界状態でスタートする測定について紹介する。これは、今後、未臨界での測定がク

ローズアッフ。されていくであろうと考えられるからである。なお、詳しい測定原理、測

定手法等については、参考文献1）～4）を参照されたい。

11.2未臨界実験装置

未臨界実験装置とは、対象としている原子炉と同ーの炉心組成を構成するが、予

想される臨界体系の大きさの数分のl程度の大きさのものである。この実験装置では、

体系が臨界に至らないことから、連鎖反応を定常的に発生させるためには、外部か

ら中性子を絶えず供給する必要がある。その供給方法として、①定常運転中の原子

炉から熱中性子柱（注11.1）を通して熱中性子を導入する方法、②加速器あるいは他の

放射性元素の中性子源を利用する方法などが一般的に用いられている。

第4章で示したように未臨界の定常状態では、中性子源からの距離が増大するに

つれて、体系内の中性子東分布は指数関数的に減少する。特に、境界および中性子

源から離れた体系内での分布は、簡単な拡散方程式の解として求めることができる

ので、中性子束の減衰の情報から臨界量を算出することが容易にできるのが特概で

ある（これを指数実験 （exponentialexperiment）と呼ぶ）。

この実験装置は未臨界であるために、操作面での安全性が大きく、後述の臨界実

験装置に見られるような安全装置を必要とせず、放射能も弱く、計測系も簡単で、か

つ融通性に富むため、学生実験用として利用されることが多い。なお、指数実験によ

る臨界量のほかに、拡散距離等を測定できるので、原子力研究の初期には、各種の

炉物理の実験に使用されてきた。

しかし、小型であるため、中性子の漏れ、すなわち炉の端部での中性子束分布へ

の補正が必要であること、中性子束が低いこと、反応度に関係する直接的な物理特

性（温度係数やボイド係数などの反応度係数、 2350やtoBなどの代表的な物質が炉心

の中心に挿入された場合の反応度価値、制御棒効果など）を測定できないことなど

の欠点がある。原子力研究の初期に比べると、今日では臨界実験装置や研究炉が整

備され、臨界実験が主位を占め、かっ計算によってかなりの精度で核特性を予測で

きるようになってきたため、指数実験によって臨界量を算出する程度の実験は、積極
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的に実施されることは少なくなった。

現在、国内の7大学が未臨界実験装置を保有し、学生実験として指数実験などの

教育に使用しているが、ほとんどの大学において研究用には利用されていなしミ。

11.3臨界実験装置

臨界実験装置は、核燃料を減速材や反射材と組み合わせて一定量集めて中性子

を増倍することができる体系（中性子増倍体系と呼ぶ）を臨界に至らしめ、体系の臨

界状態そのものについての研究を行うことを目的とした装置である。

臨界実験装置の特徴は、①炉心の構造を容易に変更できる、②低出力で運転する、

③核分裂生成物の蓄積がきわめて少ない、④運転の起動、停止を頻繁に行うことが

できる、⑤スクラムが容易にできる、などが挙げられる。これらの特徴を活かして、臨

界実験装置では、コールド（核燃料が燃焼していない）でクリーンな（炉心に余計な

中性子吸収材が入っていない）状態の実験を行うことができる。

今日のようにコンピュータ技術が発展し、各種の核データおよび核計算コードが

開発・整備されつつある状況では、核設計の核計算への依存度が高まっているので、

簡単な形状や組成で行われた実験データは、核データを含む核計算手法の検証に

好都合なため、重宝される。このような状況から、臨界実験装置の果たすべき役割と

して、新型炉開発のモックアッフ。実験だけで、なく、核計算法を検証するための種々の

ベンチマークデータの提供が大きくなりつつある。

わが国の臨界実験装置を、表11.1にまとめ、その中で代表的な臨界実験装置の概

観を図11.1に示す。

11.4発電炉の総合試験

建設した発電炉の総合試験の一部として実施する炉物理試験は、原子炉安全確

保の観点から、事実上のゼ、ロ出力から慎重に段階を踏みながら、徐々に出力を上げ

て行う。

11.4.1ゼ口出力試験

原子炉へ燃料を装荷する前に行われる各部の機能試験が満足すべき結果であり、

燃料を装荷することの安全性が確かめられた後、原子炉への燃料装荷が開始され

る。ゼロ出力試験とは、この燃料装荷開始から順次燃料を加えて原子炉を臨界に達

成するとともに、低出力での核特性を確認するための試験である。

たとえば、軽水炉は、通常、最小臨界量の数倍から数十倍の燃料を持っている。し

たがって、万ーにも、核的暴走を起こさないように、停止余裕が十分あることを確かめな

がら、一体ずつ燃料を装荷していく。BWRの場合は、最小臨界量まで燃料を装荷した

後、制御棒を引き抜いて、初めて臨界に到達したことを確認する。一方、 PWRの場合は、

原子炉圧力容器が開放された状態では制御棒を動かせないこと、ホウ酸溶液の反応

度効果がよく知られていることから、ホウ酸溶液の濃度を十分に高く保った上で十分に

未臨界であることを確認しながら全燃料が装荷され、原子炉圧力容器が閉鎖された後、

制御棒を引き抜き、引き続いて冷却材のホウ酸溶液の濃度を希釈して臨界を達成する。

表11.1わが国において、現在稼働中の臨界実験装置（2007.12.1現在）

名称 所有者 所在地 主目的 形式
TCA 原子力機構 茨城県東海村 軽水炉物理の研究 水濃減縮速ウ型ラン、プルトニウム、軽

NCA 東芝 神奈川県川崎市 動素等力炉の原お子よび炉そ物の理燃実料験要低均質濃型縮ウラン、軽水減速、非

FCA 原子力機構 茨城県東海村 高速炉物理の研究 i平農2縮分ウ割ラ型ン、プルトニウム、水

KUCA 京都大学 大阪府熊取町 基よび礎教研育究訓、練開発研究お 濃滅縮ウラびン、固非体均減質速型） （軽水
速およ

STACY 原子力機構 茨城県東海村 再性処に関理す施る設研の究臨界安全低濃ウトニラ縮ウンウムのラの燃ン硝料の酸棒硝溶酸液溶、液低、プ縮ル 濃

TRACY 原子力機構 茨城県東海村 再性処に関理す施る設研の究臨界安全 10%濃縮ウラン、硝酸水溶液
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最大熱出力 臨界日
200 (W) 1962.8.23 

200 (W) 1963.12.1 

2,000 (W) 1967.4.29 

熱短出時力間最100大（:'i6oo(w) 
1974.8.6 

200 (W) 1995.2.23 

定過常渡運出転力運時最転大: 10,000 (w) 1995.12.20 

5×109 (W) 
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（提供：日本原子力研究開発機構）
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図11.1 臨界集合体の概念図（TCA（上）とFCA（下））

中性子源キャスク

電磁石

安全板

このような手順で行うのは、ホウ酸濃度の変更より、制御棒の落下の方が、緊急時に急

速に負の反応度を炉心に印加できるという安全上の観点からである。

BWR、PWRの両炉心とも、臨界達成後、温度などを変化させて、原子炉の核特性

を確認するとともに、制御棒特性、計装、安全装置の作動を確かめる。

11.4.2出力上昇試験

各試験段階において、原子炉の特性が設計時に予測されていたとおりであり、プラ

ントの諸設備、系統が所定の機能を持っていることが確認された後、原子炉の出力

を上げ、これを動力源としてタービン発電機を回転させ、徐々に全出力達成までに至

る出力上昇試験に入る。この段階では、試験といっても通常の運転操作によるもの

がほとんどで、試運転の性格が強くなっているO
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特に、新たに建設された炉心や、炉心の核燃料が全て新しい燃料で構成される場

合には、出力上昇は段階的に行い、各出力レベルで安全保護系の試験、計装装置の

校正、放射線測定、原子炉の静的特性および、過渡特性の測定（制御材効果、反応度

の温度係数の測定を含む）、実際の運転状態で、の機器類の’性能チェックなどを行っ

て、さらに出力を上昇しても、安全上支障がないことを確認して、初めて次の段階に進

んでいく。したがって、一見同じような試験が、繰り返し行われる。

11.5代表的な測定項目

11.5.1臨界近接と臨界量

未知の中性子増倍体系を初めて臨界にする場合、意図せずに臨界超過とならない

ように、非常に注意深く、周到な手順を踏んで行わなければならない。そのため、次

に述べる原理に従って手順が組まれるO 中性子増倍体系（以後、炉心と呼ぶ）の近く

に中性子源を置けば、中性子源から出た中性子は、炉心によって中性子が増倍する。

この炉心の実効増倍係数をkeポく1）、単位時間当たりの中性子源の強さをs（イ固／s）と

すると、単位時間当たりの炉心内の中性子総数（N) （個／s）は、中性子源から発せら

れた個数s（個／s）に加えて、 s（個／s）の中性子をもとに増倍した中性子数Skeff（個／s）、

さらにその中性子によって増倍した中性子数Ske/(1固／s）、 、で構成される。すなわ

ち、単位時間当たりの炉心内の中性子総数（N)（個／s）は、以下のような等比級数の

和として表すことができる。

' s 
N = s + Skeff + Skeff" ＋…＝了ミ一 （k.ff<l）………………………… (ll.l) 

切

したがって、最初s（個Is）だ‘った中性子がN（個Is）に増倍したので、このときの増

倍率Mは、

N 1 
M＝ー＝一一 （keff< 1）………....・ H ・....・H ・－－…....・ H ・－－…・ （ll.2)

S 1-keff 』

となる。臨界近接とは、 keffが1より十分小さい状態から出発して、次第にkeffを1に近

づけるように、段階を踏みつつ燃料を追加して、 Mの変化を調べ、 M→∞すなわち臨

界（kerl）の状態を実現する一連の手順である。

通常、増倍率の逆数（1/M）を装荷された燃料の量の関数としてフ。ロットにれを、逆

増倍曲線（inversemultiplication curve）と呼ぶ）し、これを外挿することによって、臨

界（1/M=O、すなわち、 kerl）にするために必要な燃料の量（臨界量）を推定する。

図11.2に逆増倍曲線の例を示す。炉心によっては、 keffを変化させる変数として、燃

料の量以外に、燃料の濃度、減速材や反射体の量、制御棒位置、ホウ素濃度などと

の関係を見ることがある。安全に実験を行うために、最初のステッフ。の装荷量は、計

算による臨界量予測値の1/2以下とするのが通例である。その後ステッフ。毎に、直前

のステップ。と今回のステップにおける中性子増倍の倍率の逆数（1/M）の値を直線で

結んで外挿し、横軸との交点（図ではm）を臨界量予測値とする。

この結果から、各ステップ。において追加する燃料の量も、外挿値に十分確信がも

てるようになるまでは、外挿による予測値と現在の装荷量との差の1/2以内とするの

が原則である。さらに、少なくとも2通りの制御棒の引抜き状態について、臨界量の推

定を行い、系が臨界未満の状態にあるうちに、次の装荷量に対応するkeffの増加分が、

制御棒で制御可能であることを確認することが重要である。

図11.2は、この手順に従って炉心の中心から外側に向かって核燃料を追加する臨

界近接を、第7ステッフ。まで、行った結果で、ある。図11.2より明らかなように、中性子源、

炉心、検出器の位置関係によって、 3種類の曲線を得る。これは、検出器が炉心で増

倍する成分と中性子源から直接入射する成分を検出することに由来する。すなわち、

炉心の中心から外側に向かって核燃料を追加していく場合、検出器が炉心で増倍す

る成分だけを検出するときには曲線Aのように下に凸の曲線になる。一方、中性子源

からの直接成分が炉心からの増倍成分より大きい場合、検出器は炉心の中性子増倍
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（外挿による予測臨界量） （臨界に必要な燃料量）
燃料装荷量（燃料集合体本数など）

図11.2逆増倍曲線の例

に鈍感な状態にあると言える。このような状況では、曲線Cのように上に凸の曲線にな

る。両者の中間の状況の場合、直線Bのようになる。

臨界に近い最終段階に至ると、外挿による予測値と現在の装荷量との差の1/2を

超えて燃料を追加し、制御棒で調整して、臨界 （kef_Fl）を達成する（図11.2では、ス

テッフ。7から先の外挿を参照） 。この場合、追加燃料によって炉心は臨界超過の状

態となるので、臨界からのkeffの超過分（余剰反応度）が、制御棒で制御可能範囲内

であることを確認して、追加しなければならない。このような場合の臨界量の測定で

は、体系の余剰反応度を燃料の量に換算して、実効増倍率 keffが、ちょうどlとなる体

系の形状と組成を求めることが多い（ただし、この炉心は実体系の寸法や組成では

なく、仮想的な値であることに注意する必要がある）。また、計算との比較を考え、余

剰反応度を含めた実際の炉心寸法と組成に対する実効増倍率を求めることもある

にの場合、 keff>l）。

上述の臨界近接の方法は、臨界実験装置で一般的に用いられている未知の中性

子増倍体系を初めて臨界にする場合の手順であり、発電炉のような実機の臨界近接

の手順は、 11.4.1で述べたように、上述とはまったく異なる。

実機では、装荷する燃料体数が炉心の形状から予め定められており、所定の燃料

体を装荷した後に、制御棒操作あるいは冷却水中のホウ素濃度調整によって炉を臨

界にする。この場合も、臨界達成の手順においては、逆増倍曲線を利用して、臨界時

の制御棒位置やホウ素濃度の予測をする。

11.5.2反応率の測定

原子炉内の中性子束分布や中性子エネルギー分布に関する情報を得るために、中

性子検出器（箔や計数管）を用いて、核反応率を測定する。今、位置rにある点状の

検出器の核反応断面積をお（E）とすると、反応率R(r）は次式で表される。
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m吋三v(E）ゆ（r,E）記 (11.3) 

検出器を炉心内で移動することにより、反応率の空間分布を得ることができ、計

算との比較から中性子東分布の計算精度を評価することができる。また、中性子エネ

ルギー感度の異なる検出器を複数利用したり、 Cdのように熱中性子を吸収する物質

や大きな共鳴吸収を有する物質で覆った（これによって特定のエネルギーの中性子

を除くフィルターの役割をする）検出器を利用して、中性子エネルギーに関する情報を

得る。このようにして測定した反応率の比（たとえば、 z3su核分裂率対235U核分裂率

比）を、 スペクトル指標 （spectralindex）と呼ぶこともある。

箔を用いた測定では、通常、薄い円盤状の箔を用いるが、そのほかにワイヤー状の

ものやリボン状のものを使用する場合もある。これらの箔等を炉心内の測定位置に

セットし、ある一定時間中性子照射を行った後、その箔等を取り出し、中性子との核

反応によって生じた放射性核種の放射能測定から中性子束に関する情報を得る。測

定に用いる代表的な箔物質を表11.2に示す。

この方法では、他の中性子検出器に比べて、箔の質量やす法が小さいので、測定

対象の中性子束分布に影響を与えることが少なく、また、中性子束分布測定の空間分

解能がよいことが特長である。反面、種々の補正や校正などが必要で、データ処理が

煩雑であり、照射した時から結果を得るまでに時間がかかる。

計数管を用いる測定では、 BF3比例計数管、3He比例計数管や核分裂計数管（電離

箱の一種）を用いることが多い。これらの計数管の大きさは様々 であるが、反応率分布

測定に用いる場合には、できるだけ小さい形状のものが望ましく、通常、直径が10mm

以下、有感部長さが10～30mm程度の円筒形状のものを用いる。また、原子炉がある出

力で運転中の特定の位置での核分裂率を測定する場合には、もう少し大きな円筒状の

核分裂計数管（直径：20～50mm、高さ：so～300mm程度）を用いることがある。

計数管を用いる測定は、データ処理が容易であり、オンタイムのデータ処理が可能

である。しかし、計数管の僅体や計数管に付随する信号線による測定値への影響を

評価する必要があり、また、計数率によって測定精度が決まることから、通常は1%よ

り精度を高めるのは困難である。

11.5.3反応度の測定

反応度を測定するには、①臨界状態から反応度を外乱として加え原子炉出力の時

間的挙動の測定から反応度を求める方法と、②未臨界状態において反応度や中性子

を外乱として加え原子炉の出力変動から反応度を求める方法がある。

臨界の炉心を構成した後、最初に行う測定は、制御棒の移動距離に応じた反応度

効果を知ることである。この測定は制御棒校正と呼ばれ、原子炉の運転上、安全上、

非常に重要な試験である。すなわち、原子炉運転時の安全性を確保するために、余

剰反応度、停止余裕、炉心への反応度印加率を知る必要があるからである。

また、反応度係数や種々の反応度の測定では、炉心に印加された反応度を相殺す

るように制御棒を操作して臨界を保ち、その制御棒の移動量から反応度を求める方

法が多く用いられるからである。

表11.2おもな箔物質とその特性

箔物質 吸収断面積1) 散乱断面積I) 同位元素2) 放射化断面積3) 放射性同位元素
(barn) (barn) （存在比．%） (barn) （半減期）

Mn 13.2±0.1 2.3±0.3 55Mn (100) 13.2±0.1 56Mn (2店時間）

Cu 3.81±0.3 7.2±0.6 63Cu (69.1) 4.41±0.20 64Cu (12.87日）
65Cu (30到 1.8± 0.4 66Cu (5.14分）

In 194±2 2.2±0.5 I可n(4.23) 56±12 114mln ~；~－0日）
2.0±0.6 114In 秒）

出 In(95.77) 160±2 116mln ~~~－秒0分）） 
42±1 u6In 

Dy 940±20 100±20 164Dy (28.18) 2000±200 同叩~~y((l.3分）
800±100 140分）

Au 98.5 ± 0.4 9.3±1.0 問 Au(100) 98.5±0.4 198 Au (2.698日）

1) v0=2200m/sの値
2）箔物質中の同位元素

3）同位元素が中性子捕獲反応によって放射性同位元素を生成する断面積 （v0=2200m/sの値）
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原子炉物理の実験

制御棒反応度の測定方法には、①正のベリオド法（または炉周期法）、②補償法

（または比較法）、③ロッドドロップ法 （制御棒落下法）、④インパース・カイネテイク

ス法、⑤中性子源増倍法などがある。

特に、正のベリオド法は、あらゆる反応度測定の基準として利用されることが多い。

また、ロッドドロップ。法は、大きな負の反応度の測定（制御棒1体の全反応度測定な

ど）に用いられる。

補償法を除くこれらの測定では、反応度印加前後の中性子束の時間変化を測定し、

その結果に対して、第7章の（7.11）式および、（7.12）式で学んだ以下のl点炉近似動

特性方程式（または、それをある条件のもとに変形した式）を用いて解析し、反応度

を求める。

第 11章

(11.4) 

~＝と生ιn ＋λc
dt A 

dC “ 一一＝と1!....n－λc
dt A 

一般に、反応度の測定値は、実効遅発中性子割合（注ll.Z)f3effで規格化された値で

求まるので、計算との比較には、核計算によるf3effを利用しなければならない。反応

度測定方法の概要を以下に述べる。

( 1)制御棒の校正

一定の出力状態 （定常状態）にある原子炉の出力を変更する場合には、次の手順

を踏む。

①反応度を原子炉に印加することにより、一時的に未臨界状態や超臨界状態に原

子炉を保って出力を変動させる。

②所定の出力に至れば、①で印加した反応度を相殺するように反応度を加えて、出

力が一定になるように調整する。

この出力調整には制御棒を用いるため、制御棒の移動量によって原子炉に印加する

反応度を知っておく必要がある。言い換えれば、制御棒に反応度の単位で目盛りを打

つ必要がある。この作業を制御棒校正と呼ぶ。以下に、制御棒校正に使用する代表

的な反応度測定手法を示す。

a.正のぺリオド法

臨界状態の原子炉に正の反応度 （p<f3eff）を投入した場合の、反応度と漸近ベリオ

ド（または安定炉周期、出力がe倍になるまで、の時間）との関係にの関係式を逆時

n(t) 

注11.2 第3章で説明したように、遅発中性

子先行核から発生する中性子エネルギー（約

数lOOkeV）は、核分裂で発生する中性子（即

発中性子）のエネルギー （平均エネルギーは

約2MeV）より低い。たとえば、遅発中性子が

熱中性子領域へ減速される確率は、即発中

性子のそれよりも大きい。言い換えれば、遅

発中性子と即発中性子を比べてみると、遅発

中性子の方が連鎖反応へ寄与する重みが大

きい。一方、高速中性子を介して連鎖反応が

維持されているような原子炉では、逆に、遅

発中性子の発生エネルギーが低いことから

連鎖反応へ寄与する重みが小さい場合もある。

このような重みを考慮した遅発中性子の割合

Fを、 実効遅発中性子割合{3,ffと呼び、後者を

実際には使用する。

安定ペリオドT,=i

42
 

W

J
 

…一li
l－－

v

一
n, 

制
臨
時
割
、
壬

no 

。 t(sec) 10 

時間
5 

n， （＇／~n,e吋
過渡ペリオド T2=-1:

臨界状態の原子炉にステップ状の反応度を印加した場合の中性子密度
の時間変化（図7.2と同じ）
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聞方程式と呼ぶ。久3参照）から、反応度を求める方法である。

いま、原子炉が臨界状態に保たれている場合に、正の一定の反応度 （p）を印加

する。そうすると、原子炉の出力は、図11.3に示すように、徐々に上昇を始める。反応

度印加後、ある程度の時聞が経過すると、出力は時間に関して指数関数で増大する。

このような状態の時に、出力がd音になる時間（めを測定する（実際には、出力が2倍

になる時間（倍加時間 （doublingtime) ）を測定し、その結果をln2で、割引。その結

呆を、第7章で示したように、以下の逆時間方程式（ (7.20）式と同じ）に代入して、印

加した反応度を求める（ (7.20a）式、（7.34）式参照） 。

一Ta
Z
A
 

R
ド
一
＋

－

咽

E
A

Z

o

 
－T
た

d
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J

 

F
一
十
と

十
J
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T

日

立

l

こ？」

(11.5) 

〈例題11.1)

倍加時聞から安定ペリオドを求めよ。

〈解答11.1)

安定ベリオドをT[s］とすると、原子炉出力の時間変化は次のように表せる。

n(t)=no/lT 

今、 t=OからT秒後に、出力が2倍になったとすると、 上式から以下の関係を得る。

n(r)ln0=e11T =2 

ここで、両辺について対数をとると、以下のようになる。

r/T=ln 2 

以上から、安定ベリオドT[s］と倍加時間r[s］には、以下の関係がある。

T＝三一
ln2 

b.補償法

正のベリオド法の実験では、前述のように臨界状態から制御棒を移動することにより

正の反応度を加えて、そのときのベリオドを測定して、加えた正の反応度を測定する。そ

の後、通常は別の制御棒を移動することにより、再び臨界に戻す操作を行う。このとき、

別の制御棒で加えた負の反応度は、先に加えた正の反応度に等しいはずである。

したがって、正のベリオド法において一方の制御棒（正の反応度を順次加える制御

棒）の校正と他方の制御棒（負の反応度を順次加える制御棒）の校正を同時に行う

ことができることになる。このような方法による後者の制御棒の校正方法を補償法

(compensation method）または比較法 （comparisonmethod）と呼ぶ。

もし、前者と後者の制御棒価値が同じであり、しかも最初の臨界状態において、前者

が最下端、後者が最上端にあれば、前者の制御棒の全ストロークにわたって、正のベリ

オド法を行うことにより、後者の制御棒の全ストロークの校正ができることになる。しか

し、通常は、 2つの制御棒価値が完全には一致しないため、後者の制御棒校正を完了

するためには別の方法（たとえば、正のペリオド法）を併用する必要がある。

C.口ッドドロップ法

原子炉の制御棒が完全に挿入されたときに炉心がどの程度臨界未満（または未臨

界）であるか、また、個々の制御棒について、それらを全引き抜き状態から全挿入状態

としたときの負の反応度効果（制御棒反応度価値）を知っておくことは、通常の運転

時の安全性を確保するために重要である。このような場合、前述のベリオド法で通常

取り扱うような反応度の範囲を超えた大きな負の反応度となる。

このような大きな負の反応度の絶対値の測定は、 ロッドド、ロップ法 （落下法：rod

drop method）と呼ばれる方法により比較的簡単に行うことができる。図11.4にその

例を示す。なお、未臨界度の小さい場合には外部中性子源を用いた中性子源増倍法
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制御棒落下後経過時間（s)

図11.4235LJを燃料とする熱中性子炉体系での口ッドドロップ法の測定例

（後述）がしばしば用いられる。

ロッドドロップ法とは、原子炉を臨界状態にしてある一定の出力で長い時間 （遅発

中性子先行核の寿命に比べて十分に長い時間）保っておいた後、制御棒を急速に挿

入（ロッドドロップ）して負の反応度を加えて、反応度印加前後の原子炉出力変動の

測定から、印加した反応度を求める方法である。そのデータ処理には外挿法と積分

法の2つの方法があり、以下に紹介する。

外挿法

反応度印加前の原子炉の中d性子密度をn。、先行核密度をC。とすると、遅発中性

子先行核の寿命に比べて十分に長い時間、原子炉が臨界の定常状態を保っていた

とすると、遅発中性子先行核も定常状態にある。したがって、 dC0/dt=Oであるから、

(11刻式の遅発中性子先行核密度を表す式は、

A.Co＝ト（11.6)

と書くことができる。

今、ここで原子炉に制御棒を急速に挿入（ロッドドロップ）し、反応度がpに変わっ

たとする。しかし、出力が急変しても、しばらくの問、遅発中性子先行核の密度は臨

界時の値に保たれるので、（11.4）式の中性子密度の時間変化は次のように書ける。

dn P P,ff P庁

dt A A 

この解はtニOでnニn。を初期条件とすると、次式で表される。

n(t) = ~ -___.P_!!Q_ e ~t ・…… … … ・・ … … －… … (11.8) 
Pelf -P Pelf -P 

右辺第2項はp<Oで、あれば、 Al(,BefJ+lpl）のペリオドで急速に減衰するので、原子炉

の出力は急速に右辺第1項のみで表される次式に漸近する。

,8，庁内
1＝ず才 (11.9) 

この（11却式を反応度pを求める式に書き直せば、（11.10）式を得る。
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n‘－n" -
p＝」ー」向 ・…・・…・・…・・…・・…・・…・…・・…一…・・…・・…・・…・・… (ll.10) 

n1 

すなわち、ロッドドロップ前の出力n。とドロップ後の出力引から反応度が求められ

る。この式では、（11.s）式の場合と異なり、 Aなどの遅発中性子の核的な定数が現

れない。つまりこの方法では、これらの定数の知識なしに、ドル単位の反応度が求ま

る。実際には、遅発中性子の減衰があるから出力は （ll別式で保たれるわけではな

く、図11.4に示すように次第に減衰するので、その減衰曲線を制御棒を落下させた時

刻t=Oに外挿してn1を求める必要がある。このため、この方法は外挿法と呼ばれる。

この方法では、時刻t=Oへの外挿を正確に行うこと、制御棒を挿入するまでの臨界

状態を1/lに比べて十分長く保つこと、制御棒と検出器の位置関係が測定結果に影

響を及ぼす場合があることに注意を要する。

積分法

外挿法ではt=O付近の測定点を細かく取る等の測定上の工夫をしても、外挿に伴

う誤差が避けられない。そこで、実際には、積分法が多く用いられる。（ll.4）式をラ

プラス変換して解くと、次式を得る。

A+k 
n(s) = n。 ；十A … … … … ・… … ・… … … … ・・ (ll 11) 

、， 、，.－アホ

」－＇－、、

sA+s二立で p 
S+A 

~i~元（円~~1二－st
の関係があるので、、（11.ll）式でs→0の極限をとって、これを（ll.12）式に等しいと置

けば次式を得る。

A＋色ιι
町一___,1_= I n(t)dt 

-p Jo 

(11.13) 

さらに、 Aは与に比べて無視することができるので、結局、次式で同位の反応

度が求められる。

ti;=~- (11.14) 

この方法では、制御棒を挿入するまでの臨界状態を1／λに比べて十分長く保つこと、

制御棒と検出器の位置関係が測定結果に影響を及ぼす場合があること、言十数開始

を正確に制御棒挿入に一致するようにすること、制御棒挿入前の臨界状態の出力no

の測定では検出器の不感時聞が問題となるような高出力は避けることに注意を要す

る。

d.インパース・カイネティクス法（逆動特性法）

l，点炉近似動特性方程式（ll心式中の遅発中性子先行核に対して、時刻f-t’＋dt’の

- /Jeff 
微少時間dt’の聞に生成される遅発中性子先行核諜度は ×n(t’）dt’である。その後、

A 

時刻t’から時刻tまで経過する聞に先行核は崩壊することから、時刻tにおいて、時刻

- /Jeff 
f-t’＋dt’の聞に生成された遅発中性子先行核濃度は一一×n(t’）e-Mtーのdt＇となる。し

A 

たがって、時刻t’について時刻∞から時刻tまで積分することにより、時刻tにおける

遅発中性子先行核濃度C（のは、求めることができる。すなわち、
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C(t) =f' fι（ピ）eλ（tt切’＝＆fユ（t u)e切（11.15)
i一回 A A Jo 

である。ここで、 2番目の積分を得るには、 t＝＝で℃(t)eλt→0となると仮定し、 u=t-t＇と

変換した。この（11.15）式を（11.4）式中の中性子密度を表す式の右辺第2項に代入す

ると、次式のように表すことができる。

キ＝と.f&t-n＋λ与田n(tーゆ切 ・ (11.16) 
ur 1, 1,.10 

さらに、これをpについて解くと次式を得る。

__e__=l＋」L丘［Inn
F宅F 戸宅Fdt Jo n( t ） 

(11.17) 

これがインパース・カイネティクス法 （inversekinetics method）の基礎式である。

すなわち、中性子密度の時間変化n(t）を測定し、これを上式にしたがって数値積分す

ればドル単位の反応度が決定できる。圏内では、微少な反応度の測定にこの原理を

利用したデジタル反応度計が開発されている。

(2）未臨界状態で反応度を測定する方法

未臨界状態での反応度測定は、外部から中性子源によって体系に中性子を供給し

て、測定することが多い。中性子の供給方法がパルス的である場合は、供給直後から

の中性子密度の時間的挙動を測定する。一方、定常中性子源を利用する場合は、定

常状態での中性子密度を測定する。以下に、それらの代表的な実験例を示す。

a.パルス中性子法

臨界未満の原子炉、臨界集合体などのように核燃料を含んだ、集合体内にパルス

中性子を発生させると、図11.5に示すように、体系の中性子密度は、パルス中性子が

打ち込まれた後、急激に増加して、その後その体系固有の減衰定数で比較的穏やか

に指数関数的に減衰し、さらに時間経過後、中性子密度が小さく、ゆっくりと減衰す

る。この変化を用いて未臨界度を測定する手法をパルス中性子法 （pulsedneutron 

method）と呼ぶ。

前者の領域では相対的に遅発中性子の寄与が少ないので、中性子の生成は即発

中性子のみによって行われると考えることができるため、減衰は即発中性子によるも

のであると考えることができる。一方、後者の中性子密度の変化は主に遅発中性子

が支配しており、減衰はその平均寿命に、また振幅は体系の反応、度に依存する。

そこで、この前者の減衰について考える。いま、ここで考えている原子炉内には即
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図11.5軽水炉体系に入射したパルス中性子による中性子密度の減衰例
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発中性子と遅発中性子が存在する。その中の即発中性子の時間的振る舞いを考える

と、パルス中性子が入射した直後は、遅発中性子先行核の崩壊による遅発中性子の

発生を無視することができるから、第7章で即発中性子だけが原子炉内に存在する

場合の結果（7.13式）を参考に、次のように表すことができる。

on(t〕〔l f3eff )keff l 
一一＝ - - nlt) －…・・…・・…・…・…・…・・…・・…・・・・…… (11.18) at eff 

この式をn(t）について解くと、

ー己ヨ~豆t
n(t) = n0e e,tf (11.19) 

ここで、 n0=n(O）……………………...・ H ・－－………………………… (11.20) 

となる。ここで、（11.19）式の指数部の以下の項を即発中性子減衰定数と呼ぶ。

1-(l -f3eff )keff 
α＝ - -

eeff 

＝ ~ιr~ニ主ιイ （叫
eeff l f3eff九F ) 

＝生ιiユ＋11
A lf3eff ) 

この式を変形すると、

-p ＝αA 1 

f3eff /3 eff 
(11.22) 

となる。いま、原子炉が臨界にあるときは、 p=Oより、上式は、

。α，..Ar
＝す〕ι 1・……・…H ・H ・－…・……・…・・………・・……・・…… H ・H ・ (11.23) 

ド•ffC 

と表せる。ここで、添え字Cは臨界時における値を示す。臨界に近い範囲ではA==Ac

が成立し、またf3effはかなり深い未臨界になってもほとんど変化しない （f3eff==f3ejfc）の

で、（11.22）および、（11.23）式から、

(11.24) 

の関係が求まる。このように、臨界時における減衰定数αcと、臨界に近い未臨界状

態での減衰定数αの測定から、未臨界状態の反応度をドル単位で求めることができ

る。この方法を、 シモンズーキング法 （Simmons-Kingmethod）と呼ぶ。

しかし、制御棒のように大きな負の反応度が挿入されると、中性子束分布の大きな

変化のためAが変化する。そこで、制御棒の反応度価値測定のような場合には、 Aと

Acの違いを考慮する（11.24）式を修正した式が用いられる。

一方、シェストランド（Sjostrand）は連続的にパルス中性子を打ち込んで、いる時の

体系内の遅発中性子レベルにも着目し、その面積比から反応度を測定する方法を提

案した。

すなわち、図11.5に示すように、中性子源強度Sを瞬間的に炉心に打込んだ場合

の中性子総数を即発中性子による寄与APと遅発中性子による寄与Aaに分けると、

(11.1）式の場合と同様にして、 APに対しては増倍率が（l-f3eff)keff、即発中性子と遅発

中性子の両方を考える場合には増倍率がkeffの場合に相当すると考えることができる。

すなわち、
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S S 1 

~~P l (1 f3eff）九F 1 keff 1-iι ・……・………………………（ll.25)

p 

AP +Ad＝一三一 …………………………………………………… (ll.26) 
J,' 1一九F

と表すことができることから、以下の関係式を得る。

_...f!._ ＝与 ．…・・…・・…・・…・・…........…・…・・…......・ H ・－－…・…・・・ (11.27) 
f3eff Ad 

この方法は、シモンズキング法のαcのような反応度測定の基準点を必要としない

のが特長である。しかし、 APの値は減衰曲線の立ち上がり部分の形状に影響を受け

易く、観測される減衰曲線の立ち上がり部分の形状は源中性子と検出器の位置に

よって変化することから、この方法では、源中性子と検出器の位置に注意が必要で

ある。

b.中性子源増倍法

臨界未満の原子炉では、臨界近接実験の原理（ (11.1）式および（ll.2）式）で示し

たように、中性子源から出た中性子はM=ll(l-keff）の増倍をする。したがって、 S(l/sec)

を中性子源の強度、 Eを検出効率および検出器の配置によって決まる定数とすると、

検出器の計数率Cと実効増倍率k,ffとの聞には次の式が成り立つ。

C=e釧＝奇（11.却）

今、既知の実効増倍率koで計数率Coが得られ、未知の実効増倍係数keffで計数率

Cを得たとする。両状態に対する式を用いて、 εSを消去すると次式が得られる。

keff =l－守山ol (11.29) 

これより、未知の実効増倍率keffが、計数率の測定によって求められる。これを中

性子漉増借法 （neutronsource multiplication method）と呼ぶ。ただし、この方法

では、 k。を校正した状態と未知状態とでeSが変わらないとしている点に注意を払う必

要がある。つまり、大きな実効増倍率の変化によって中’性子東分布が著しく変わる場

合には、この方法の適用は困難となる。

C.原子炉雑音解析

原子炉内の中性子数の増減は、核分裂反応による中性子発生や吸収反応による

中性子消失が不規則に引き起こされることから、非常に短い時間で考えると、原子

炉内の中性子数は連続した一定値であるのではなく、一時的に中性子が増加したり、

減少したりしている。原子炉の出力が定常状態であっても微少な不規則変動が生じ

ている（たとえば、出力計をよく見ると一定値の周りに揺らいで、いる）。この不規則変動

を原子炉雑音 （reactornoise）と呼ぶ。

いま、ある核分裂連鎖反応に着目すると、源中性子が核分裂反応を引き起こし、中

性子を放出する。その中性子が、次の核分裂反応を引き起こしたり、吸収物質に吸収

されて消失する。つまり、一つの核分裂連鎖反応が時間的に無限に続くのではなく、

短時間で、終了する連鎖反応があったり、比較的長時間続く連鎖反応があったりする。

原子炉内は、このような連鎖反応群がたくさん存在すると考えることができる。そ

こで、ある時刻tiに検出した中性子とそれとは異なる時刻t2に検出した中性子の関

係を調べると、同一の連鎖反応群に属する場合とそれぞれ異なる連鎖反応群に属す

る場合がある。

前者の場合、 2つの中性子に対して相関のある中性子と呼ぶ。つまり、 2つの異な

る時間の中性子についてその関係を調べ、その中の相関のある中性子の数から中性

子の増倍に関する情報（たとえば、即発中性子減衰定数、反応度など）を得ることが

できる。このような実験を炉雑音実験 （reactornoise experiment）と呼ぶ。
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この相聞のある中性子は、 t1とt2の時間間隔（ゆが短いと検出し易いと考えられ

る。この考え方に基づいて、ある時刻 t1に中性子を検出した後、相関のある中性子を

検出する確率の時間分布を測定する方法をロッシ－α法 （Rossi－αmethod）と呼ぶ。

一方、ある時間間隔において無作為に2つの中性子を検出する場合、その2つの中

性子が相関のある中性子である確率について時間間隔を変化させて調べる方法を

ファインマン・α法 （Feynman－αmethod）と呼ぶ。これらの方法では、増倍率、中性

子平均寿命、核分裂率などの一部を既知とすることによって残りの諸量を求めること

ができる。

また、前述のように、原子炉内の中性子数は連続した一定値ではなく、ランダムに

中性子が増減することから、中性子密度は、ある一定値の周りを揺らいでいるとみな

すことができる。

同様に、遅発中性子先行核、反応度が、それぞれ一定値の周りで揺らいでいると考

えることができる。そこで、中性子密度、遅発中性子先行核、反応度が、それぞれの

一定値（平均値） (n）、＜c＞、（p）と、揺らぎの成分企n(t）、ムC(t）、 ムp(t）から成ると考

えることができる。すなわち、中性子密度、遅発中性子先行核、反応度は、以下のよう

に表せる。

n(t)= (n) ＋企n(t）…………………＂.・ H ・－－……………...・ H ・－－…… （11.30)

C（の＝ (C) ＋企C(t）………...・ H ・－－…………………………………… （11汎）

p(t)= (p) ＋企p(t） ……・…………………………………… …… （11.32)

ここで、（n）、＜c＞、（p）は、 1点炉近似動特性方程式（11.4）式を満足し、 企n(t）、

企C（の、企p(t）の時間平均はゼロで、あるO いま、ある時刻t1で、の出力の揺らぎ成分企n(t1)

と、 T秒後の時刻 t2（ニt1+r）における出力の揺らぎ成分企n(t2）に対して、その積のサン

プル平均値を自己相関関数 （autocorrelation function）と呼び、次のように表す。

φ附 （r)= （~n（九）~n（い叫＝Jimよ r~n(t，）~n（いr)dt1 ・ (11.到
Tう田 Z’T./-T

この自己相関関数は、企n(t1）と企n(t1+r）がどれだ、け良く一致しているかを調べる

（たとえば、どのような時間間隔の繰り返しパターン （周期的信号の存在）を判定す

る）場合に有効な関数である。

この自己相関関数を周波数成分の連続スペクトルに分解する（この操作をフーリエ

変換（注11.3）と呼ぶ）と、

r~ “’ λ2 +w2 
φnn(w）寸ゆnn(r)ew'dT＝σL ? 2 ?. 2 ………………（11.34) 

i一回 (w"+w1 )(w"+w2) 

となり、これを自己パワースペクトル密度 （autopower spectral density）と呼ぶ。こ

の自己パワースベクトル密度に関して、様々な周波数について調べるにれを周波数

特性を調べると呼ぶ）と、図11.6のような図を得る。ここで、図中の平坦な部分と右下

がりの部分をそれぞれ直線外挿した交点を折点と呼ぴ、折点に対応する周波数を折

点周波数と呼ぶ0 pが小さく、/3,Ji'.>-J.Aの場合には、 （11.34）式中の折点周波数W1と

Wzは次のように表される。

W1三λp/(/3,ff-p) 
W2三（/3,ffp )/ A 

(11.35) 

したがって、折点周波数から反応度を求めることができる。ここで、（11.33）～

(11.35）式の導出は、やや難しいので、結果のみを示した。この導出方法については、

参考文献8）に詳しし、

実際には、時間の関数として出力の揺らぎ成分企n(t）を測定記録し、その結果を用

いて、ある時刻t1とT秒後の時刻t1+rにおける出力の揺らぎ成分企n(t1）と企n(t1+r）の積

を計算する。時刻t1と時刻t1+Tの時間差Tを固定したままで様々な時刻に対する積を
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注11.3フーリエ変換（Fouriertransform) 

は、関数をその周波成分の連続スベクトルに

分解することである。これに対して、フーリエ

逆変換は、連続スベクトルから関数を復元す

ることである。フーリエ変換は、分光法にお

けるスベクトル解析やX線散乱実験の解析な

どの工学、理学の広い分野で利用されている。

(AppendixX参照）
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図11.6熱中性子炉における自己パワースペクトル密度の周波数特性の概要

計算し、その平均を求める。次に、時間差Tを変えて同様の平均値を求める。その後、

求めた様々な時間差に対する平均値について、フーリエ変換に相当する計算処理を

行って（11.34）式で、表されるφnn(w）、すなわち図11.6を得る。ここで、周波数がWz付

近では、 w2+w12,,,w2、A2+w2,,,w2と表すことができることから、 （11.34）式は、

100 1 10 
周波数w(1/s) 

0.1 0.01 

φ聞（ω）＝τ~ ・
W +W2 

(ll.36) 

と近似できる。そこで、折点周波数は、 （11.36）式を用いて最小二乗法によりWzを得、

その結果（んu-P)IAを得る

このフーリエ変換を利用する測定では、中性子密度の揺らぎ成分企n(t1）と反応度

の揺らぎ成分11p(t2) （たとえば、冷却材が炉心不部から流入する時の振動による反

応度の揺らぎ）のように、異なる揺らぎ成分の積の平均値 （相互相関関数 （cross

correlation function）と呼ぶ）について調べることもある。

特に相互相関関数に関しては、実際の発電炉に対して適用することにより、中性子増

倍に関する情報の他に、原子炉内の機器の振動の解析に利用したりすることがある。

11.6まとめ

ここでは、原子炉物理の実験の概要を紹介した。まず、モックアッフ。実験や設計お

よび解析精度の向上などの基礎基盤研究に用いる実験装置の特長について簡単に

触れた。また、発電炉で実施する実験項目について、簡単に紹介した。その後、原子

炉物理実験として実施される代表的な測定項目について、紹介した。

特に、臨界量が未知の原子炉を臨界にする手順について述べた。また、臨界に至っ

た後、運転時の安全性確保の観点から重要な制御棒校正に用いられる反応度測定

法や、今後の原子炉物理実験において重要になるであろう未臨界状態での反応度測

定について紹介した。なお、詳しい測定原理、測定手法等については、 参考文献11.1

～11.4を参照されることを薦める。
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